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都市防災/都市計画が専門

↑論文等



災害調査が主な仕事の一つ。そし

て、これら災害調査に基づき、地震

火災、帰宅困難者対策、都市機能

喪失などを対象に、被害予測技術

を確立しており、その研究成果は

国や自治体の被害想定等に利用

されている。

避難行動や防災対策の選択行動

など、応用数学やEBPMに基づい

た防災行動の予測モデルやシミュ

レーションに関する研究を行ってい

る。特に近年はビックデータや機械

学習とAIを用いた災害対応技術に

関する研究も行っている。

１．災害調査や都市災害
の被害予測に関する研究

２．ORやIOT、AIを活用した
都市防災対策に関する研究
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現在の研究内容

富士山噴火時の首都圏都市

機能維持タイムライン

南海トラフ巨大地震時の

エレベータ障害による

都市機能喪失人口

階層ベイズモデルを用いた

出火件数予測式（廣井式）

確率論的地震

出火予測地図

大都市大災害時600万人混雑シミュレーション

マルチハザードシミュレーション

津波火災実験

大都市を中心として「防災まちづく
り」「地域防災」に関する実践的な
研究を行っており、東京都文京区、
東京都中央区、愛知県名古屋市、
大阪府大阪市等で現場に入って積
極的な実践活動を行っており、そ
の成果を広く社会に展開している。

３．防災まちづくりに
関する研究

スポーツ防災プロジェクト

地震火災イメージツール

災害調査 被害予測 対策・政策・解決策 社会実装

KUG（帰宅困

難者支援施設

運営ゲーム）



(1) 日本の市街地は（強風でなくても）まだまだ燃えるし、建物倒壊で人が亡くなる

(2) 高い高齢化率、道路・水道などインフラの冗長性低下が災害対応を困難に（国力の

低下によって、被害が拡大し、復旧・復興も大幅に停滞）

(3) マルチハザード（様々な現象）と複合災害（時間差）にどう対応するか

2024.1.1 令和6年能登半島地震

日本火災学会・地震火災専門委員会、人と防災未来センター・東京大学廣井研究室による
調査（20240210-12）によるドローン撮影映像（東京大学ピニェイロ アベウ助教）

輪島市大規模火災現場

【都市防災研究者からみた、令和6年能
登半島地震で得られた教訓（仮）】
⚫ 既存対策の停滞による大被害
→甚大な建物被害と木造密集市街
地における火災は、阪神淡路大震
災の被災様相と酷似。

⚫ ライフラインの重要性
→道路や水道などのインフラ被害
が災害対応から復旧・復興に至るま
で負の影響。広域火災や孤立も発
生。停滞する社会で余裕や冗長性
をどう設計できるか

⚫ 少子高齢化最先端地域の災害
→東日本を超える少子高齢化最先
端での災害様相は、30年後の日本
を先取りとみるべし。

⚫ マルチハザード/複合災害問題
→倒壊/火災/津波＋水害というマ
ルチハザード対応の必要性

まだまだ課題はたくさん！

関連死を除くと、
亡くなり方は阪神・
淡路と酷似



火災 津波 豪雨

共助

これからの防災はどうなるか？ 「2050年の防災・減災」未来予想図
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防災減災の未来は、かなり暗い
1.急激な少子高齢化と地域社会の担い手変容
少子高齢化→ 自助の限界＋共助の機能不全

2.逼迫する自治体財政
経済成長の停滞→財政悪化→何もできない公助

3. 低成長と市街地更新力の低下
開発圧力を前提とした建物・市街地における予防力強化の限界

4. 多様化する災害ニーズ
多様な災害対応ニーズに対応する必要性が叫ばれるが、、本当に重要？

5. 災害リスクの量的・質的変容
災害現象の2極化に伴う、最後の5%対策と低頻度高被害型災害への対処
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気候変動や巨大災害リスクなどやるべき問題はますます増えていく反面、

自助・共助・公助は縮小し、予防力も対応力も先細っていく未来が待ち受けている。

外力の激甚化

予防力↓

対応力↓

やるべき
こと↑

ソフトへ
の丸投げ

2025 20752050
【ほぼ確実にあらわれる変化】
１．少子化による人口減少、２．高齢化、３．気候変動と地震活動の活発化に伴う
自然災害の激甚化、４．一部の顕著な都市化、５．勤労形態の変化、６．食料・水の
枯渇、７．生成AIの浸透と社会のデジタル化・メタバース化

Forecast!

横山 禎徳先生との議論のなかで作成した将来の防災モデル
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先細るわが国が、巨大災害に対抗する方針はこの3つ

① 予防力を徹底的に向上させる
✓ 開発圧力が低下し、老朽化が深刻なわが国では、巨大災害時は

災害対応力に限界があり、いまのうちに一丁目一番地である予
防力の向上を実現し、直接被害の絶対量を軽減する必要がある。

✓ 予算のないなか「賢く」高めるためには？ ポイントは「ボトルネッ
クを冗長に」。と「中長期を見据えた曝露量の低減」。

② 工学の技術を使って災害対応力を強化する
✓ 限られた資源制約のなかで、効率的かつ高度な災害対応を実現

する。高度防災人材の育成、要支援者や外国人、避難環境整備、
防災DX、そして発災直後に被害状況を迅速に把握してそれをも
と災害制御を実現する「防災計画から災害制御へ」。

③ 「選択と集中」そして適切な「役割分担」
✓ ただし予防力の向上は時間がかかるし、巨大災害時は災害対応

力にも限界があり、破綻する危険性も。そのため災害対応のソー
シャルジャスティスを明確にし、緊急的に支援が必要な人を確実
に守る戦術が必要。住民の避難所運営、在宅避難、帰宅困難対策



ますます
「不確実性への対処」が

必要とされてくる。
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「防災計画」から「災害制御」へ

災害の制御という新しい時代の「防災」

⚫ VUCAの時代（そもそも先が見通しにくい）

⚫低頻度高被害型災害への対処（予防力の限界）

⚫複合災害への対処（パターンたくさん） というこれから、

このなかで、優先順位をどのように判断すればよいのか？

ということで、廣井が最近から提唱しているのが、

※もちろん「計画」も必要だが、「制御」を前提とした「計画」とすべきではないか？



①リアルタイムで次に何が起きるかを推測し対策する研究

このようにすれば、これまでの事前に被害を想定して
それを基に対策する「決め打ち」防災から、

何かあったらすぐに状況「像」を把握して、先回りで対応する
「先手対応」のプロアクティブ防災が可能となるのでは？

リアルタイム災害制御手法の確立

首
都
直
下
地
震
の
発
生

同時多発火災

木造住宅の
大量倒壊

断水

帰宅困難者の
大量発生

橋の倒壊

避難できない 逃げまどいによ
る大量死

災害直後に（これまで作った）学習モデルと
断片的な情報で、すぐに被害構造を可視化

これまでに作った災害連
関図から、類似度の高い
因果関係を抜き出し、未
来を定性的に予測。対応
の意思決定支援をする

消火栓から水が
出ない

大規模延焼
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テキストデータを自動的に機械学習して災害因果ネット
ワークを自動的に作り、発災後にリアルタイムで将来の
被害増を把握することが可能となった

防災計画から災害制御 を実現する技術



④ 技術開発：「近未来予測型」災害対応DX
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最近は、日付や場所を自動的に抽出する技術も構築し、タイ
ムラインのネットワークを作れるようになった。



技術開発：「近未来予測型」災害対応DX（災害の制御）
東京大学の廣井らは、多量の新聞記事や過去のニュース原稿などから自動的に機械学習
で膨大な災害の因果関係を抜き出し、災害発生後にそれを用いてリアルタイムで将来を
予測し、災害対応に生かすための即時技術を確立しようとしている。

地
震
の
発
生

死者

関連死

断層の破壊

津波の発生

公演やイベントの中
止、テーマパークの
アトラクション停止

発電所への津波
の襲来

固定電話の不通

移動中の被災

（原発の）ポンプ停
止

瓦礫の発生

ショック死

被災地周辺での
休校

水の注入作業
放射性物質の拡散

電源のための送電
ラインの接続

（写真などの回収のための）慎重な作業

戦後最悪の死者・行方不明者数

海底からの水
の持ち上げ

地盤の沈降
による浸水

大規模な津
波の発生

停電

家屋流出

漁船、漁業施設、
設備の喪失

水死

堆積物

浸水

行方不明者

共同アンテナ
の流出や損壊

検潮所の破壊

ヘドロまみれの鉄
や木材の分別の

手間

個人消費の冷え込み

計画停電 耐震指針を見直した防護
壁による電源喪失の回避

（原発の）非常用ディー
ゼルエンジンの停止

（被害の）詳細把握の困難

避難所の状況把握の困難 きめ細かな学習指導の必要性

学ぶ場所の確保（場所、
2部制、分散授業）

授業時間の不足

工場生産の
一時停止

電気の売り
上げ激減

夜の冷え込み

信号の停止

生活への影響

国内企業の業績
の大幅な下ぶれ

（首都圏の）工
場の操業停止

断水

経済活動の損失

エレベータ内
の閉じ込め

（公共交通機関
の）運転見合わせ

透析のための移動

孤児数
の増加

Fumihiko Sakahira, U Hiroi: 

Designing cascading disaster 

networks by means of natural 

language processing, International 

Journal of Disaster Risk Reduction, 

Volume 66, 2021.12 Doi: 

10.1016/j.ijdrr.2021.102623

膨大な災害連鎖データベ
ースをもとに、AIを使っ
て先回りして根元を断つ

災害対応・事
前防災DX
の開発研究

・JSTさきがけ研究
・防災対策に資する
南海トラフ地震調査
研究プロジェクト

科研費基盤A：「膨大な災害連鎖現象を発災後に予測し対応策を提示するデータ駆動型災害対応技術の開発」
（研究代表者：廣井悠）

【いただいた資金】



人流データと気象、地形、国土数値等の様々なデータを掛け合わせ、データ

ドリブン型の避難オペレーションを構築し、

災害制御型地域防災モデルの標準化を目指す

③避難情報発出モデル

②避難状況評価モデルの構築

①避難者数の予測モデルの構築

過去災害の調査
（気象、地形、アン
ケート等）

過去災害の
人流データ等の

解析

回帰分析等による
避難者数の
予測モデル

避難者数
予測モデル

リアルタイム
人流データ＋他

避難状況を
評価するモデル

避難状況
評価モデル

避難発令の時期、
範囲、効果測定、
再実施可否を支援

レベル5

レベル４

レベル３

自治体が抱える課題

人流データの可視化状況

⚫ 奥能登豪雨災害の被害の発生個所と人流データ、移動軌跡をＧＩＳ

上で重ね合わせて表示し、行動を分析した結果、犠牲者の多くが山

間地の小規模河川の急激な氾濫によるものと判明。さらに自らその

エリアに向かったケースが大半。 → 人流制御が可能では？

■背景
・人手不足が深刻化し、
災害対応に追いつかない
・異動で職員の練度が
毎年リセットされてしまう
・どんな対応が正解だった
のか評価する指標がない
■問題の発生
・避難情報発令のエリアを
広く設定し、避難が低調
・避難情報を発令した後の
ケアが少なく、逃げ遅れ
が発生するなど対応が後
手に回り、事態が悪化

※NTT防災研究所との
共同研究

②災害制御型地域防災モデル（避難情報判断システム）

現在、NTT-MEと廣井研究室は
共同研究で、ビッグデータを用い
た適切な避難者のモニタリング
と、状況や地域特性、災害予測の
精度等に合わせた避難情報の出
し方に関する「避難情報判断支援
システム」を研究中。
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